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システム開発契約における注文者の協力義務違反

Ⅰ　事　実
　平成20年 8 月ごろ、国立大学法人の医科大
学であるＸ （一審原告、本件ユーザ）は、現
行の病院情報システムの保守期限切れが近い
ことから、新システム導入のための入札を実
施した。そこでＹ （一審被告、本件ベンダ）
は、Ｙが他社と共同開発した既存のパッケー
ジソフトウェアをベースに一部カスタマイズ
するシステム開発を提案し、同年10月に落札
した。
　平成20年12月 9 日、ＸとＹは、Ｘの病院情
報管理システムの構築及び、当該システムを
訴外会社Ａの所有物としてＸがリースするこ
とを目的とした契約（本件契約）を締結した
が、ＸとＹの間ではすでに、本件契約締結前
である平成20年11月14日から、本件システム
の仕様確定作業がおこなわれていた。ところ
が、Ｘからの追加開発要望が多く、翌年 2月
の要件定義仕様確認期限になっても要件定義
工程が終了しなかった。その後、平成21年 7
月 7 日、625項目の仕様項目を開発対象に含
めることで本件仕様凍結合意がされ、本件シ
ステム運用開始を当初予定の平成21年 9 月か
ら平成22年 1 月 4 日に延長するとの合意もさ
れた。しかし、本件仕様凍結合意後もＸから
Ｙに対して171項目の追加要望がなされた。
また、Ｙは本件開発にかかわるマスタの収集
等についてＸに依頼したものの、Ｘの収集状
況は芳しくなく、結局、Ｙが収集した。Ｙは

171項目の追加要望を含め開発を継続した
が、一部不具合が発生したため、平成21年12
月16日、Ｙ側からシステム稼働日を平成22年
3 月または 5月まで延期してほしい旨の要望
がなされた。その後、運用開始予定日（平成
22年 1 月 4 日）に本件システムはＸに納入さ
れず、開発は頓挫した。
　平成22年 3 月10日頃、ＸはＹに対し、本件
システムにかかる債務の履行を催告した。
そして、平成22年 4 月23日、ＸはＹに対し本
件契約を解除する旨通知（本件解除通知）
し、その後、債務不履行に基づく損害賠償を
請求した（本訴請求）。Ｙもまた、Ｘの協力
義務違反や完成したシステムの不当な受領拒
絶により売買代金を得られる機会を失ったこ
とから、債務不履行または不法行為に基づく
損害賠償、商法512条に基づく報酬額支払い
を請求した（反訴請求）。
　原審（旭川地判平成28年 3 月29日）は、本
件システムは本件解除通知がなされた時点で
は完成しておらず、その原因はＹが適切に本
件システム開発プロジェクトの進捗を管理で
きなかったこと、かつ、Ｘが本件システム開
発プロジェクトにつき協力義務を怠ったこと
にあるとして、本件システム開発プロジェク
ト頓挫の責任については、Ｘに 2割、Ｙに 8
割の責任があると認めるのが相当であると判
断した。そこで、原告および被告が、ともに
控訴。
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Ⅱ　判　旨　　
Ｘの控訴棄却、本訴請求棄却。Ｙの反訴請求
一部認容。

 1 、本件システム完成の有無

　本件システムは、遅くとも本件解除通知ま
でにはＸの協力が得られず保留せざるをえな
かった 1項目を除き、全て完成していた。初
期段階で軽微なバグが発生するのは技術的に
不可避であり、納品後のバグ対応も織り込み
済みであることに照らすと、バグ等が存在し
ても、システムを使用して業務を遂行するこ
とが可能であり、その後の対応で順次解消さ
れる類のものであれば、仕事が完成したと認
定すべきであるとした。

 2 、本件仕様凍結合意の意味

　本件仕様凍結合意とは、本件仕様凍結合意
により開発対象を確定し、新たな機能追加の
開発要求はもちろん、画面や帳票、操作性に
関わるものも含め、一切の追加開発要望を出
さないとの合意を意味するとみるのが相当で
あるとした。

 3 、Ｘのマスタ抽出義務

　本件契約上のマスタの抽出義務を負ってい
たのはＸであるが、Ｘはマスタの抽出義務を
怠り、Ｙがマスタ作成を代行するに際しても
協力を怠ったものと認めた。

 4 、本件プロジェクト頓挫の責任

（1）Ｘ（ユーザ）の協力義務違反について
　本判決は、システム開発はベンダの努力の
みによってなし得るものではなくユーザの協
力も必要不可欠であるとして、本件Ｘは本件
システム開発に協力すべき義務を負うとし
た。そして、Ｘの協力義務には、マスタの抽
出作業のような作為義務はもちろん、本件契
約及び本件仕様凍結合意に反して大量の追加

開発要望を出し、Ｙにその対応を強いること
によって本件システム開発を妨害しないとい
うような不作為義務も含まれているとした。
さらに、Ｘは現行システムの情報提供を積極
的に行うべき義務を負っていたというべきで
あるとした。しかるに、Ｘは、マスタの抽出
義務を懈怠し、また、現行システムの情報
（基本設計書等）をＹに対して十分に提供も
せず、さらに、本件契約および本件仕様凍結
合意に反して大量の追加開発要望を出した。
以上のことから、Ｘには本件契約上の協力義
務違反（債務不履行）が認められるとした。
（2）Ｙ（ベンダ）の債務不履行責任について
　本判決は、本件システム開発プロジェクト
の頓挫の原因はＸの協力義務違反にあり、Ｙ
の責任によるものとは認められず、Ｙには債
務不履行（履行遅滞）について帰責性がな
く、Ｘの債務不履行について過失相殺の対象
となるべき 過失の存在も認められないとし
た。
　本件においてＹは、プロジェクトマネジメ
ント義務の履行として、追加開発要望に応じ
た場合は納期を守ることができないことを明
らかにした上で、追加開発要望の拒否（本件
仕様凍結合意）を含め、然るべき対応をした
ものと認められた。Ｙは、このような対応を
越えて、納期を守るためには更なる追加開発
要望をしないよう注文者（本件Ｘ）を説得し
たり、Ｘによる不当な追加開発要望を毅然と
拒否する義務があったということはできず、
本件ではＹにプロジェクトマネジメント義務
の違反があったとは 認められないとした。 

 5 、Ｙの商法512条に基づく報酬請求権の有無

　本件契約は、金額（リース料金）を定めて
締結された契約であって、本件契約における
合意を離れて報酬請求できるものではないと
された。
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Ⅲ　研　究

 1 ．はじめに

　システム開発におけるプロジェクトマネジ
メント義務とは、システム開発業者（ベンダ）
がシステム開発プロジェクトに際して、当該
プロジェクトを適切に管理する義務であり、
協力義務とは、注文者（ユーザ）が仕様策定
等、当該システム開発プロジェクトにおいて
ベンダの開発に協力する義務である。
　本件では、原審、本判決（控訴審）ともに
ユーザたる Xに協力義務違反があることを
認めた。仕様凍結合意後の追加開発要望の提
出や、マスタ作成の協力体制の不備・不十分
が協力義務違反に該当するというのである。
　一方、ベンダたる Yのプロジェクトマネ
ジメント義務違反については、原審と本判決
で異なる認定がなされた。原審は、ベンダは
追加開発要望を受けいれると開発が遅延する
ことを予測できる場合には、そのような要望
を拒絶するか、代案を示すなどするべきであ
るのに、本件の Yは、Xの追加要望等に翻弄
されて、当該プロジェクトの進捗を適切に管
理できなかったということを理由に、プロ
ジェクトマネジメント義務違反を認定した。
　しかしながら、本判決は、追加要望の開発
をすればシステム稼働が遅れることを、Ｙが
繰り返し説明していたことや、Ｙは追加要望
を今後一切出さないという仕様凍結合意をＸ
から取り付けていたということから、Ｙはベ
ンダとしてのプロジェクトマネジメント義務
を果たしていると認定した。つまり、ベンダ
たるＹには、仕様凍結合意を超えて追加開発
要望をしないようにユーザを説得すべき義務
や、不当な追加要望を毅然と拒否する義務は
ない（これらはプロジェクトマネジメント義
務の範疇にはない）としたのである。
　このように、本判決はユーザの協力義務違
反については原審の認定を維持しつつも、ベ

ンダのプロジェクトマネジメント義務違反を
否定した。いわゆるスルガ銀行対日本 IBM

事件控訴審が、ベンダのプロジェクトマネジ
メント義務を詳細かつ広範囲に認めて以来、
大規模システム開発契約においては、同種の
義務の履行が争点となり、当該ベンダの義務
違反が認められる判断が目立つといわれてい
る（1）。このような状況にあって、本判決は、
システム開発プロジェクトの頓挫した責任と
して、ユーザの協力義務違反が全面的に認め
られた高裁判決として注目された判決であっ
た（2）。
　本判決の争点は、システム開発プロジェク
ト頓挫の責任の所在だけでなく、当該システ
ムの完成の有無や仕様凍結合意の意味、マス
タ抽出義務の有無など多岐にわたるが、本稿
は、紙幅の制約上、ベンダのプロジェクトマ
ネジメント義務とユーザの協力義務に関する
判決内容のみを考察対象とするものである。

 2 ．システム開発契約における当事者の義務

　システム開発は、ベンダとユーザの共同作
業であり、双方が信頼関係を持って協力し合
わないとシステム開発プロジェクトの成功は
おぼつかないとされる（3）。それゆえ、システ
ム開発に関する当事者双方の協力体制が不可
欠となり、学説・裁判例により、これが法的義
務のレベルにまで高められているという（4）。
そこで、まず、ベンダのプロジェクトマネジ
メント義務とユーザの協力義務について裁判
例と学説を概観する。
（1）ベンダのプロジェクトマネジメント義務
　システム開発契約におけるベンダのプロ
ジェクトマネジメント義務は、裁判例の蓄積
により発展し、質的、内容的にも拡張してき
た。裁判例上、初めて「プロジェクトマネジ
メント義務」なる用語が現れたのは健保組合
システム開発訴訟（東京地判平成16年 3 月10
日　判タ1211号129頁。以下、平成16年判決）
である（5）。平成16年判決は、ベンダには、①
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システムを完成させるよう進捗状況を管理
し、開発作業の阻害要因発見及びこれに適切
に対処すべき義務、②注文者のシステム開発
へのかかわり方を適切に管理し、開発作業阻
害行為を阻止する義務、③ユーザが当該開発
に支障をきたすようなシステム追加や変更等
を要求してきた場合には適時その旨説明し、
要求の撤回や追加の委託料の負担、納入期限
の延期等を求める義務があるとして、これを
プロジェクトマネジメント義務と称した。
　また、スルガ銀行対日本 IBM訴訟（原審：
東京地判平成24年 3 月29日金法1952号111
頁、控訴審：東京高判平成25年 9 月26日金判
1428号16頁、以下、平成25年判決）では、ベ
ンダのプロジェクトマネジメント義務として、
開発契約の変更や要否等を説明・提言する義
務、開発進行上の危機が回避しえない場合に
は開発中止を提言する義務があるとした（6）。
同判決を契機として、システム開発における
ベンダのプロジェクトマネジメント義務にさ
らに多くの関心が寄せられて、様々な検証、
分析がなされるようになった。
　その後の裁判例では、例えば、ユーザの仕
様書変更申入れに応じることは、当該システ
ム開発に際して不具合や障害を発生させる可
能性が高いことを、ベンダはその専門的知見
や経験に照らして予見できるとして、これを
ユーザに説明し、場合によっては、変更申入
れ等を拒絶すべき義務をベンダに認めた事
例（7）や、「システム開発は開発業者と注文者
とが協働して打合せを重ね注文者の意向を踏
まえながら進めるべきものである」というこ
とから、ベンダに対して、ユーザへ配慮する
義務や、専門的知識を有しないユーザにより
開発作業を阻害する要因が発生していること
が窺われる場合には、これを予防すべき義務
を認めるようになった（8）。
　しかし、こうしたプロジェクトマネジメン
ト義務の発生根拠については、はっきりしな
いことが多い。システム開発契約を請負契約

の一類型と考えるならば、主たる債務である
「仕事完成義務」における付随的義務と考え
ることもできる（9）。裁判例は、システム開発
の共同性やベンダの専門性により、プロジェ
クトを成功させるための共同関係に入った者
には、信義誠実の原則に基づく附随的義務が
生じるとされるだけである（10）。この点、平成
25年判決の「中止提言義務」は、当該システ
ム開発契約における基本合意書等に根拠とな
る契約条項があるとして、契約上の当事者間
の合意がこれらのプロジェクトマネジメント義
務の発生根拠ではないかとの指摘があり（11）、
興味深い。
（2）ユーザの協力義務
　ユーザの協力行為の不行使が原因となり、
ベンダのシステム開発プロジェクトが頓挫す
る場合には、ユーザの責任が問われることに
なる。システム開発に際しては、まず当該シ
ステムの要件・仕様を確定しなければならな
いが、その仕様を提示し、関連する資料を提
供し、要求内容を明確にして打ち合わせを行
う義務を、ユーザは負っている（12）。ユーザ
が技術やシステム開発の進め方に関する情報
が乏しい一方、ベンダもユーザの業務が属す
る業界の情報に乏しいという、お互いに「情
報の非対称性」、いわば二重の意味での情報
格差が存在することから（13）、ユーザの情報
提供等の協力なくして、システム開発の成就
はありえない。それゆえ、ベンダのプロジェ
クトマネジメント義務とユーザの協力義務
は、「不即不離（14）」「あたかも表裏をなすもの
かのごとく（15）」といわれている。
　裁判例もベンダのプロジェクトマネジメン
ト義務と関連付けてユーザの協力義務に言及
することが多い。例えば、前記平成16年判決
は、ユーザの協力義務について、「資料等の
提供その他本件電算システム開発のために必
要な協力を被告（ベンダ）から求められた場
合、これに応じて必要な協力を行うべき契約
上の義務を負っていた」と判示した。その
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他、自己の業務の内容等、ベンダがシステム
構築するために必要な事項について正確な情
報をベンダに提供すべき信義則上の義務を負
うとしてユーザの責任を認めた事例（16）や、
ユーザがベンダに対してユーザの要求仕様を
確定させるのに必要な情報を明確に提示し、
また、総合テストを実施することが可能なス
ケジュールを組むことを許容するなど、ベン
ダの義務履行の前提となる協力義務をユー
ザが果たしたとは認められないとされた事
例（17）、従前の契約内容を超えたシステムの
追加や変更要望をユーザが行ったことにより
システム開発が頓挫した事例（18）や、ベンダ
からの代金増額や要求削減に対するユーザの
拒絶を原因としてシステム開発が頓挫した事
例（19）において、ベンダの債務不履行を認め
ず、ユーザの協力義務違反が認められている。
　ところで、学説には、ユーザの協力義務
は、ベンダのプロジェクトマネジメント義務
の存在を前提として認められるに過ぎないと
の指摘（20）や、ユーザの協力義務はプロジェ
クトマネジメント義務の補完的・付随的なも
のに過ぎないから、ユーザはベンダのプロ
ジェクトマネジメント義務の範囲内で協力す
ればよいとの指摘（21）があり、ユーザの協力
義務をプロジェクトマネジメント義務に対す
る受動的義務として位置付けることがある。
つまり、ベンダに提供を促されたにもかかわ
らず情報提供しない場合にはじめて協力義務
違反となり、単にユーザが必要な情報を提供
しないというだけでは義務違反にはならない
といわれる（22）。
　一方、ユーザはこうした受動的な対応に安
住すべきではないと考えるものもある（23）。
それに、ユーザの協力義務を、請負契約にお
ける注文者の協力義務と考えればシステム開
発契約自体から導かれる債務の一部とみるこ
とも可能であろう（24）。

 3 ．本件システム開発頓挫の原因と責任

（1）本件システム開発頓挫の原因
　原審は、本件システム開発頓挫の原因は、
開発工数が本件ベンダの処理能力を超えてい
た点にあるとした。そして、Ｙが自らの処理
能力を正確に見極めることのないまま、Ｘの
追加開発要望に応じたことに、Ｙの責任を認
めている。
　一方、本判決は、本件紛争の根本的な原因
を「一審原告（Ｘ）が、現行の運用の維持に
固執する現場の医師らの要望を十分に反映さ
せないまま本件要求仕様書等を取りまとめて
本件契約を締結したこと、にもかかわらず、
その後，本件要求仕様書等並びにこれを踏ま
えて作成された本件技術仕様書の記載を無視
して出される現場の医師らの追加開発要望を
抑えるための努力を放棄し、一審被告（Ｙ）
がその対応に当たらざるを得なかったことに
あった」として、ユーザたるＸの組織内部体
制（エンドユーザ部門）への対応の不備を指
摘した。
　このような本件紛争の原因に対する認識の
相違がプロジェクトが頓挫した責任の所在に
関する原審と本判決の判断の相違を導いたの
ではないかと思われる（25）。
（2）プロジェクトマネジメント義務違反の有無
　原審は、システム開発の専門業者であるＹ
は、「納期までに本件システムが完成するよ
う、原告からの開発要望に対しても、自らの
処理能力や予定された開発期間を勘案して、
これを受け入れて開発するのか、代替案を示
したり運用の変更を提案するなどして原告に
開発要望を取り下げさせるなどの適切な対応
を採って、開発の遅滞を招かないようにすべ
きであったというべき」であり、「それがで
きないのであれば、追加開発は被告の義務で
はないことや、追加開発に応じていては予定
通りの稼働は間に合わないことを説明し、原
告（Ｘ）の要望を拒絶すべきであった」とし
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た。そして、本件システム開発プロジェクト
が頓挫した最大の原因は、ＹがＸの追加開発
要望に翻弄され、本件システム開発プロジェ
クトの進捗を適切に管理することができな
かったことであるとした。つまり、Ｙの本件
ベンダとしてのプロジェクトマネジメント義
務違反を理由に、Ｙの債務不履行責任を認め
ている。ユーザの追加開発要望に対する「代
替案の提示」や「拒絶」を、ベンダのプロジェ
クトマネジメント義務として認定している
が、これは、従来の裁判例のプロジェクトマ
ネジメント義務概念を踏襲したものと思われ
る。
　これに対して、本判決は、本件システム開
発プロジェクトが頓挫したことに対してＹに
は帰責性も過失もなく、本件ユーザたるＸが
協力義務違反を理由として、その責めを負う
べきであるとした。つまり、本判決は、本件
ベンダたるＹが追加開発要望の拒否（本件仕
様凍結合意）をしたこと、および、追加開発
要望に応じた場合は納期を守ることができな
いことを明らかにしたことで、プロジェクト
マネジメント義務を履行としたと評価した。
そして、これを越えて、本件ユーザに対し
て、納期を守るためには更なる追加開発要望
をしないよう説得したり、不当な追加開発要
望を毅然と拒否する義務はないと判断したの
である。本判決の、このようなプロジェクト
マネジメント義務の制限的解釈は、本件の事
案に鑑みると、原審よりも実情に則してお
り、妥当であると評価されている（26）。
（3）ユーザの協力義務違反
　原審、本判決ともにユーザに協力義務違反
を認めたことに違いはない。原審は、Ｘが、
本来、Ｙが開発義務を負わない項目について
も多数の追加開発を要望したことや、本件仕
様凍結合意後に開発対象外の要望を出したこ
とが、本件開発遅延の一因であることや、マ
スタ作成義務を怠ったことに、協力義務違反
があることを認めている。

　本判決もまた、システム開発においてユー
ザが負うべき協力義務の 1つに、マスタの抽
出作業などを円滑に行うべき作為義務を認定
し協力義務違反とした。さらに、これにとど
まらず、本判決は、ユーザの協力義務には、
ベンダのシステム開発を妨害しないという
「不作為義務」を含むとした。そして、本件
ユーザの本件契約および本件仕様凍結合意に
反する大量の追加開発要望が、この不作為義
務の違反になるとして、本件マスタ抽出義務
の懈怠等とともに、本件契約上の協力義務違
反と認定され、債務不履行に基づく損害賠償
がＸに命じられた。
　本判決以外にも、これまでの裁判例や学説
では、ユーザの「システム開発を阻害しない
義務」は認められていた。これは、ベンダの
「ユーザに開発作業を阻害しないよう働きか
ける義務」に応じた受動的義務と位置付けら
れていた。ところが、本判決の「不作為義務」
は、こうしたベンダの働きかけに応じたもの
ではない。つまり、本件不作為義務は、ベン
ダのプロジェクトマネジメント義務を前提と
しない、契約そのものから導かれるユーザの
能動的協力義務の 1つとして位置付けられる
のではないだろうか。

 4 ．本判決の意義

　個々の事情がそれぞれ異なるので、もとよ
り、本判決の判断を、あらゆるシステム開発
頓挫事例にあてはめることはできない。しか
し、システム開発に関する紛争では、いずれ
の当事者にも、多かれ少なかれ落ち度のある
事案が多いにもかかわらず（27）、本判決は、
本件システム開発プロジェクト頓挫の原因を
ユーザの協力義務違反にのみ求め、ベンダに
は一切の責任がないとしている点に特徴があ
り、以下のような意義が見いだせる。
　第一に、ベンダのプロジェクトマネジメン
ト義務内容を限定的に解釈し、プロジェクト
マネジメントとして、過大な追加要求を繰り
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返すユーザを「説得」することや、開発プロ
ジェクトの進捗を阻害するような追加要求等
を「拒絶」する義務まではない、と判示した
ことである。たしかに、本判決では、システ
ム開発プロジェクト頓挫の原因はもっぱら
ユーザ側の不手際にあると認定されているの
で、単純に他の事例との比較は出来ない。し
かし、昨今、拡張傾向にあるプロジェクトマ
ネジメント義務の内容を限定的に解釈した本
判決は、今後のシステム開発事例におけるプ
ロジェクトマネジメント義務の内容を精査
し、当事者間のリスク分配を再検討する一助
になるだろう。
　第二に、ユーザが過大かつ不当な追加開発
要望を出す行為が、ベンダのシステム開発を
妨害しない義務に反する、すなわち、ユーザ
の不作為義務違反になると認めた点にも本判
決の意義を見出せる。なぜなら、システム開
発を妨害しない義務が、ベンダのプロジェク
トマネジメント義務から導かれたユーザの受
動的義務ではなく、システム開発契約自体か
ら、あるいは契約目的そのものから導かれる
ユーザの能動的義務として位置付けることが
できるからである。「ユーザの協力義務は、
あくまでベンダのプロジェクトマネジメント
義務の存在を前提として、その限りで認めら
れるにすぎない（28）」といわれているユーザ
の協力義務のあり方に、再検討を促す判決と
いえよう。このように、ユーザの協力義務を
プロジェクトマネジメント義務と表裏一体の
ものととらえるだけでなく、本件契約ないし
契約目的から導かれる債務の一部として位置
付ける本件の判断は妥当であると考える。
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